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　厚生労働省の労働政策審議会は１月 
18日、雇用環境・均等分科会（分科
会長：奥宮京子・弁護士）で議論して
きた「男性の育児休業取得促進策等」
について、厚生労働大臣に建議した。
これを元に、同省は１月27日、労働
政策審議会に対して「育児休業、介護
休業等育児又は家族介護を行う労働者
の福祉に関する法律及び雇用保険法の
一部を改正する法律案要綱」を諮問。
同分科会で審議の結果、厚生労働省案
を「おおむね妥当」と答申した。
　法律案要綱では、主に育児休業の改
正について、男性の育児休業促進策と
して、子の出生直後８週間以内に、合
わせて４週間の休みを２回に分けて取
得可能とする「出生時育児休業」の新
設（給付額は、通常の育休と同様に賃
金の67％）が盛り込まれた。企業に
対して育児休業を取得しやすい雇用環
境を整備するため従業員への制度の周
知を義務づける。常時雇用する労働者
が1,000人を超える事業主に対しては、
育児休業の取得状況の公表も義務づけ
た（本条については令和５年（2023年）
施行）。
　同省では令和４（2022）年４月１
日からの施行を目指し、今通常国会に
改正法案を提出する（以下、「男性の
育児休業取得促進等について（報告）」
について紹介する）。

柔軟で利用しやすい制度と申出
しやすい職場環境の整備を

　男性の育児休業取得率は、令和元
（2019）年度で 7.48％と、近年上昇
しているものの、まだ低い水準にとど
まっている。男性の場合、取得期間の

約８割が１カ月未満となっている。一
方、育児のための休暇・休業の取得を
希望していた男性労働者のうち、育児
休業制度の利用を希望していたができ
なかった者の割合は約４割を占め、労
働者の休業取得の希望が十分かなって
いない現状にある。
　報告では、男性が育児休業を取得し
ない理由には、業務の都合や職場の雰
囲気等があることを強調。①業務とも
ある程度調整しやすい柔軟で利用しや
すい制度②育児休業を申出しやすい職
場環境等の整備――などの取り組みが
必要であるとした。より柔軟に取得し
やすい枠組みを設けることで、取得を
望む男性の仕事と家庭の両立の希望を
かなえるとともに、男女問わずワーク・
ライフ・バランスのとれた働き方がで
きる職場環境の実現につなげていくこ
とで、女性の雇用継続にも資する、と
指摘している。
　そのうえで、男性の育児休業取得促
進策について、①子の出生直後の休業
の取得を促進する枠組み②妊娠・出産
（本人または配偶者）の申出をした労
働者に対する個別の働きかけ及び環境
整備③育児休業の分割取得等④育児休
業取得率の公表の促進等――に整理し
た。

子の出生直後の育児休業を新設

　報告では、子の出生直後の休業の取
得を促進する枠組みとして、実際に男
性の取得ニーズの高い、子の出生直後
の時期について、現行の育児休業より
も柔軟で取得しやすい新たな仕組みを
設けることが適当とした（新制度は、
法律案要綱で「出生時育児休業」に決

定）。新制度は、特に男性の取得が進
んでいない現状を踏まえ、ポジティブ・
アクションの考え方に沿ったものとし
て、設けることが適当、としている。
　対象期間については、現状で男性の
半数近くが子の出生後８週以内に取得
していること、出産した女性労働者の
産後休業が産後８週以内であることを
踏まえ、「子の出生後８週」とした。
　取得可能日数については、年次有給
休暇が年間最長20労働日であること
等を参考に、「４週間」としている。
ただし、「各企業の既存の育児目的の
ための休暇（法定の休暇を除く）が、
新制度の取得日数以外の要件を満たす
ものであれば、当該休暇の日数も含め
て４週間の取得が確保されれば良いと
解される」とした。

申出期限は現行制度から短縮へ

　要件・手続きについて、申出期限は
現行の１カ月前までから短縮し「原則
２週間前まで」とすることが適当とし
た。ただし、「職場環境の整備などに
ついて、今回の見直しにより求められ
る義務を上回るような取組を実施する
ことを過半数組合又は過半数代表との
労使協定で定めている事業所において
は、現行の育児休業と同様に１カ月前
までとして良いこととすることが適
当」としている。また、出生が予定よ
り早まった場合等では、現行と同様に
「１週間前までとすることが適当」と
した。
　分割取得は、「２回まで可能」とした。
なお、申出について、「分割して２回
取得可能とすることを踏まえ、一度撤
回したらその１回分について申出でき
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ないこととすることが適当」としてい
る。
　休業中の就労については、出生後８
週間以内は、女性の産後休業期間中で
あり、労働者本人以外にも育児をする
ことができる者が存在する場合もある
ため、労働者の意に反したものとなら
ないことを担保したうえで、労働者の
意向を踏まえて、事業主の必要に応じ、
事前に調整したうえで、就労を認める
ことが適当、とした。
　具体的には、労働者の意に反したも
のとならない仕組みとするため、「過
半数組合又は過半数代表との労使協定
を締結している場合に限り、労働者と
事業主の合意した範囲内でのみ可能と
するとともに、就労可能日数の上限（休
業期間の労働日の半分）を設けること
が適当である」としている。

労働者への制度の周知義務

　報告では、妊娠・出産（本人又は配
偶者）の申出をした労働者に対する個
別の働きかけ及び環境整備についても
盛り込んだ。「職場の雰囲気や制度の
不知等を理由として育児休業の申出を
しないことを防ぐため、育児休業が取
りやすい職場環境の整備、子が生まれ
る労働者に対する個別の働きかけを行
うことが適当」としている。
　そのうえで、事業主に対して「育児
休業を取得しやすい職場環境の整備の
措置」を義務づけることが適当とした。
具体的な方法として、「中小企業にも
配慮し、研修、相談窓口設置、制度や
取得事例の情報提供等の複数の選択肢
からいずれかを選択することとするこ
とが適当」としている。
　また、事業主から労働者への個別の
働きかけとして「労働者又は配偶者が
妊娠又は出産した旨（出産日又は出産
予定日を含む）の申出をしたときに、

当該労働者に対し新制度及び現行の育
児休業制度等を周知するための措置と、
これらの制度の取得意向を確認するた
めに必要な措置」も義務づけることが
適当とした。具体的な周知方法として、
「中小企業にも配慮し、面談での制度
説明、書面等による制度の情報提供等
の複数の選択肢からいずれかを選択す
ること」が適当としている。
　なお、取得意向の確認については、
「育児休業の取得を控えさせるような
形での周知及び意向確認を認めないこ
と、また、事業主から意向確認のため
の働きかけを行えば良いことを、指針
において示すことが適当」とした。

育児休業の分割取得も可能に

　報告では、育児休業の分割取得等に
ついて、出生直後の時期に関わらず、
その後も継続して夫婦でともに育児を
担うためには、夫婦交代で育児休業を
取得しやすくする等の観点から、現行
の育児休業についても分割を可能とす
ることが適当、とした。具体的には、
分割して２回取得可能としている。
　保育所に入所できない等の理由によ
り１歳以降も延長して取得する場合の
分割の取り扱いについては、現行制度
の延長した場合の育児休業の開始日が、
各期間（１歳～１歳半、１歳半～２歳）
の初日に限定されていることから、各
期間の開始時点でしか夫婦交代ができ
ないため、「開始日を柔軟化することで、
各期間の途中でも夫婦交代を可能（途
中から取得可能）とすることが適当で
ある」とした。
　また、「第２子以降の子の産休によ
り育児休業が終了し、死産となった場
合等の特別な事情があるときについて、
再取得できることとすることが適当で
ある」とした。

くるみん等の認定基準も見直しへ

　報告では、育児休業取得率の公表の
あり方等について盛り込んだ。具体的
には、男性の育児休業の取得を促進す
るため、大企業（従業員1,001人以上）
に男性の育児休業取得率又は育児休業
等及び育児目的休暇の取得率の公表を
義務づける。
　また、プラチナくるみんやくるみん
の認定基準の見直しについても指摘。
具体的には、男性の育児休業取得率に
ついて、プラチナくるみんは現行の
「13％以上」から「30％以上」に、
くるみんは現行の「７％以上」から
「10％以上」に引き上げる。男性の
育児休業等・育児目的休暇取得率につ
いては、プラチナくるみんは現行の
「30％以上かつ育児休業等取得者が
１人以上」から「50％以上かつ育児
休業等取得者が１人以上」に、くるみ
んは現行の「15％以上かつ育児休業
等取得者が１人以上」から「20％以
上かつ育児休業者等取得者が１人以
上」へ引き上げる。
　なお、プラチナくるみん及びくるみ
んの認定基準を引き上げる場合、現行
のくるみんの基準を参考とした新たな
類型（「トライくるみん（仮称）」）の
創設も盛り込んだ。

有期雇用労働者の「引き続き雇用
された期間１年以上」要件を削除

　その他、報告では、有期雇用労働者
の育児・介護休業取得促進について、
雇用形態に関わらず育児・介護休業を
取得しやすくなるよう、「引き続き雇
用された期間が１年以上」の要件につ
いて、「無期雇用労働者と同様の取扱
い（労使協定の締結により除外可）と
することが適当」とした。

（調査部）




